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平成１３年２月期　　中間連結決算短信　　　　　　　　　　　　　　平成12年10月19日

上 場 会 社 名　　株式会社　　髙島屋　　　　　　　　　上場取引所(所属部)　 大証第１部、

コ ー ド 番 号　　８２３３                                                東証第１部、京証

本 社 所 在 地       　　大阪市中央区難波５丁目１番５号

問 合 せ 先    責任者役職名    取締役本社管理本部財務部長

　　　　　　　　  氏        名　　本　多　  恭　晴　　　　　　　  ＴＥＬ  06－6631－1101

連結決算取締役会開催日　平成12年10月19日

１． 12年8月中間期の業績（平成12年3月1日～平成12年8月31日）

(1) 経　営　成　績　　　　　　　　　　　　　　　　　(注)記載金額は、単位未満を切り捨てて表示しております。

売上高 (対前年中間期増減率) 営業利益 (対前年中間期増減率) 経常利益 (対前年中間期増減率)

12年8月中間期
11年8月中間期

百万円　　　％
　　５６５,８１９（△ 0.1）
　　５６６,２１４ (   － )

百万円　　　％
　　　７,６８０  （　 34.3）
　　　５,７１６ 　(   －  )

百万円　　　％
　　　７,６６２ （    2.8）
　　　７,４５６　(   －  )

 1 2 年 2 月 期        １,１６０,６９６ (△ 2.4)     １３,５８３　 (   18.5)     １５,７２７　(   63.5)

中間(当期)純利益(対前年中間期増減率) １株当たり中間(当期)純利益

12年8月中間期
11年8月中間期

              百万円　  ％

　　　  ３,９０８ （  21.4）
　　　  ３,２１９  (   － )

               円　     銭

            １３     ０６

            １０　   ５５

 1 2 年 2 月 期               ６,４３０  (  36.9)             ２１     １６

(注)持分法投資損益　　 656百万円  (前年中間期　△　176百万円)

(2)財　政　状　態

総 資 産 株主資本 株主資本比率 １株当たり株主資本

12年8月中間期
11年8月中間期

百万円
    ８６１,０２６
    ８６２,５７３

百万円
      ２１８,６３１
      ２１９,６０１

％
　　　　２５.４
　　　　２５.５

　　　　　円　　　銭
     ７２６    ２０
     ７１９　  ９０

 1 2 年 2 月 期       　　８７３,６８４       ２０９,４９６         ２４.０      ７２２ 　 ２９

(3)連結範囲及び持分法の適用に関する事項
連結子会社数　　３６ 社
非連結子会社数　３３ 社（うち持分法適用会社数　　０ 社）
関連会社数　　　２２ 社（うち持分法適用会社数　１１ 社）

(4)会計処理の方法等の変更
①連結範囲及び持分法の適用の異動状況

連結(新規)　　２ 社　　　　　　　　　　持分法(新規)　　０ 社
　　(除外)　　０ 社　　　　　　　　　　　　　(除外)　　１ 社

②会計処理の方法の変更　　　無

２．13年2月期の業績予想（平成12年3月1日～平成13年2月28日)

売 上 高 経常利益 当期純利益

13年2月期

百万円

       １,１６１,２００

百万円

            １６,６００

百万円

              ７,６００

(参考)1株当たり予想当期純利益(連結)  ２５円　３９銭　　（単独)  １３円　１１銭

（参考）当社(単独)の12年8月中間期の業績（平成12年3月1日～平成12年8月31日）

売 上 高 (対前年中間期増減率) 営業利益 (対前年中間期増減率) 経常利益 (対前年中間期増減率)

　　　 479,685百万円　(△  2.8　％) 　       2,242百万円 （△　45.8％)         2,646百万円　(△　54.2％)

中間純利益 (対前年中間期増減率) １株当たり中間純利益 総 資 産 株 主 資 本

        1 ,522百万円　(△  41.0％)   　　　　４円９８銭 　　634,824百万円 　　　222,358百万円
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【経営方針】

　当社グループでは現在、「景気動向に左右されない収益構造の構築」と「本格的連結経営時代到来に向けたグルー

プ経営の強化」を目標として掲げた「第2 次中期経営計画」を推進しております。この最終年度にあたる本年度は、

「第2 次中期経営計画」の目標達成に向け以下のような取り組みを年度初めに設定し、収益基盤の強化と効率経営の

実践を目指してまいりました。

① 消費動向に素早く対応する積極的営業施策の推進

② 組織改正が目的として掲げた、販売・仕入の実践

③ 長期的にローコストを継続できる体制の確立

④ 連結を視座に置いたグループ資産効率の向上

⑤ インターネットビジネスの拡大に対応する事業機会の創出

　今下期も、以上のような取り組みを継続して推進していくとともに、営業力強化、財務体質の改善を推し進めてま

いります。

【経営成績】

　上半期におけるわが国経済は、１－３月期、４－６月期の実質ＧＤＰが２期連続してプラスで推移し、2000年度政

府経済見通し「ＧＤＰプラス1.0％」の達成も可能となる見通しであり、景気は回復に向かっていると考えられます。

しかしながら４－６月期をみると、公共投資の伸びが全体を押し上げる格好となっており、景気の牽引役である個人

消費はプラスで推移しているものの、依然として本格的な回復感が乏しい状況が続いております。

　当社グループにおきましては、中核事業である百貨店事業に改装費、宣伝費、人員等を重点的に配分するとともに、

営業日数増や営業時間延長の実施、お客様の声を反映した商品開発に取り組みました。また、インターネットを活用

した営業活動の検討を進めております。

　一方、資産効率改善のため保有資産や賃借不動産の見直しを図るとともに、コスト削減に向け同業他社との後方業

務の一部共同化を図るなど、経営の効率化に取り組んでまいりました。

　以上のような営業諸施策を積極的に進めた結果、売上高は 583,101 百万円（前年同期比 0.0％増）となりました。

一方、業務の合理化と諸経費の削減に努め、経常利益は 7,662 百万円（前年同期比 2.8％増）となりました。また、

特別利益として投資有価証券売却益等、特別損失として適格退職年金過去勤務費用等を計上いたしました結果、中間

純利益は3,908百万円（前年同期比21.4％増）となりました。

　これを事業別にみますと、百貨店事業の売上高は473,858 百万円、営業利益は2,625 百万円、建装事業の売上高は

24,557百万円、営業利益は540百万円、不動産業の売上高は8,101百万円、営業利益は2,933百万円、金融・リース

業の売上高は3,592百万円、営業利益は769百万円、その他事業の売上高は72,991百万円、営業利益は1,442百万円

となりました。

（注）上記売上高には「その他の営業収入」を含めております。

　下半期の景況につきましては、景気の回復基調は変わらないものの、依然として続く雇用不安や将来的な税・年金・

保険等の負担増に対する警戒感から、個人消費の回復は不透明な状況であると思われます。

　当社グループといたしましては、21世紀の経営基盤強化に向け「第３次中期経営計画」を策定しております。この

計画へ円滑に移行していくため、今下期は、現在推進中である「第２次中期経営計画」の総仕上げの期と位置付け、

引き続き営業力強化と、経費の効率的活用を行ってまいります。このためには、昨年度改正した組織を活かした商品

開発力、商品調達力の強化を図り、売上の確保と粗利益率の向上に取り組んでまいります。

　なお、本年３月に開業いたしましたジェイアール名古屋髙島屋は、多くのお客様のご支持を得て、当初の目標を大

幅に上回ることができました。
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比　較　連　結　貸　借　対　照　表

                                                                             （単位　百万円）

　　　　　　期　別

科　目

当 中 間 期

（１２．８．３１）

前 年 中 間 期

（１１．８．３１）

前 　　　　 期

（１２．２．２９）

（ 資 産 の 部 ）        

流 動 資 産        ２３９,８６０ ２８１,０５５ ２４５,２３０

　　現 金 及 び 預 金          ３９,２３９ ４７,０５１ ４５,９７９

　　受取手形及び売掛金          １０６,８３０ １０４,８５７ １０５,０４３

　　有 価 証 券          １１,１６９ ６,０８２ ７,１１９

　　た な 卸 資 産          ５５,８７４ ５６,４３６ ６０,５９５

　　短 期 貸 付 金          １,４３６ ４１,８７６ １,０３３

　　繰 延 税 金 資 産          ３,０８９ ２,３４７ ３,９６４

　　そ の 他          ２４,１７６ ２３,６４４ ２３,４３２

　　貸 倒 引 当 金          △         １,９５４ △　　　　１,２４０ △　　　　１,９３９

固 定 資 産        ６２１,１６５ ５８１,４７６ ６２５,２８３

有 形 固 定 資 産        ２９８,８８９ ２６１,４６４ ２９０,７４４

　　建 物 及 び 構 築 物          １３０,９３８ １２７,７９９ １３３,１２０

　　機械装置及び運搬具          ４,６４３ ４,１４９ ４,３１１

　　器 具 及 び 備 品          １９,４５２ １１,５５０ １１,１５０

　　土 地          １４３,２５６ １１７,５９４ １４２,１２２

　　建 設 仮 勘 定          ５９８ ３７０ ３９

無 形 固 定 資 産        １７,０４９ １０,６２２ １３,６４４

　　借 地 権          ６,９６８ ６,９５８ ６,９５８

　　連 結 調 整 勘 定          ６,４００ ― ３,０４４

　　そ の 他          ３,６８０ ３,６６４ ３,６４１

投資その他の資産 ３０５,２２６ ３０９,３８８ ３２０,８９４

　　投 資 有 価 証 券          ８４,８１３ １３４,８１９ ９８,６０１

　　長 期 貸 付 金          ８０,３９８ ９０,８７４ ８２,００９

　　長 期 保 証 金          １２８,１６７ ７２,８５７ １２９,５３４

　　繰 延 税 金 資 産          ３,８９６ ４,５５９ １,９０８

　　そ の 他          １１,６５３ １２,７８４ １２,３３４

　　貸 倒 引 当 金          △         ３,７０３ △　　　　６,５０６ △　　　　３,４９３

為替換算調整勘定 ― ４０ ３,１７１

資 産 合 計        ８６１,０２６ ８６２,５７３ ８７３,６８４
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（単位　百万円）

　　　　　　　　　期　別

科　目

当 中 間 期

（１２．８．３１）

前 年 中 間 期

（１１．８．３１）

前 　　　　 期

（１２．２．２９）

（ 負 債 の 部 ）        

流 動 負 債        ３８５,９９５ ３６７,４０６ ４０８,８７３

　　支払手形及び買掛金          １１９,９３５ １２１,１０８ １１３,１９３

　　短 期 借 入 金          ５１,７２６ ４８,７９２ ７６,０００

　　社債（１年以内償還）          ４５,８８５ ２１,４６３ ３５,０１５

　　未 払 法 人 税 等          １,９２８ ７,５５５ ４,４３３

　　未 払 消 費 税 等          ２,２１２ ２,３６６ ２,６５３

　　未 払 費 用          １３,３０２ １８,６８１ ９,６１６

　　前 受 金          ５０,４０８ ４７,３２２ ４８,２２０

　　商 品 券          ４３,５２２ ４３,４２８ ４１,６５７

　　預 り 金          ２５,１１６ ２５,０８２ ２５,１４３

　　繰 延 税 金 負 債          １３ １９１ ２８０

　　そ の 他          ３１,９４４ ３１,４１２ ５２,６５８

固 定 負 債        ２４５,０２１ ２５８,９２８ ２３８,４８９

　　社 債          ３８,２４０ ８２,８１８ ４５,５８８

　　長 期 借 入 金          １４０,４３０ １１５,４６１ １３０,２０４

　　退 職 給 与 引 当 金          ２４,４６９ ２２,４６１ ２３,７７７

　　持分法投資損失引当金 ４３２ ８３２ ８３２

　　繰 延 税 金 負 債          ４,８７１ １,２７０ ３,３５３

　　そ の 他          ３６,５７７ ３６,０８３ ３４,７３２

負 債 合 計        ６３１,０１６ ６２６,３３４ ６４７,３６２

（少数株主持分）

少 数 株 主 持 分        １１,３７７ １６,６３６ １６,８２５

（ 資 本 の 部 ）        

資 本 金          ３８,８４５ ３８,８４５ ３８,８４５

資 本 準 備 金          ２７,０８５ ２７,０８５ ２７,０８５

連 結 剰 余 金          １５９,００８ １５３,６７３ １５５,４０２

為替換算調整勘定          △         ３,１５９ ― ―

自 己 株 式          △         ３,１４８ △　　　　　　　３ △　　　１１,８３７

　資 本 合 計        ２１８,６３１ ２１９,６０１ ２０９,４９６

負債、少数株主持分及び資本合計 ８６１,０２６ ８６２,５７３ ８７３,６８４
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比　較　連　結　損　益　計　算　書

（単位　百万円）

期　別

科　目

当 中 間 期

(12.3.1～12.8.31）

前 年 中 間 期

(11.3.1～11.8.31）

増　減　高

（△）

増 減 率

％

売 上 高          ５６５,８１９ ５６６,２１４ △       ３９５ △    ０.１

売 上 原 価          ４３０,９０７ ４２９,９０３ １,００３ ０.２

　　　　売 上 総 利 益            １３４,９１１ １３６,３１０ △    １,３９８ △    １.０

その他の営業収入          １７,２８２ １６,７３８ ５４３ ３.２

販売費及び一般管理費 １４４,５１３ １４７,３３２ △    ２,８１９ △    １.９

　　　　営 業 利 益            ７,６８０ ５,７１６ １,９６３ ３４.３

　　　受 取 利 息 ・ 配 当 金           １,５３５ １,８２４ △       ２８９ △  １５.８

　　　持分法による投資利益          ６５６ ― ６５６ ―

　　　そ の 他 営 業 外 収 益           ３,８４４ ５,５１３ △    １,６６８ △  ３０.３

　　営 業 外 収 益 計        ６,０３６ ７,３３７ △    １,３０１ △  １７.７

　　　支 払 利 息           ３,５６７ ３,１９９ ３６７ １１.５

　　　持分法による投資損失 ― １７６ △       １７６ ―

　　　そ の 他 営 業 外 費 用           ２,４８７ ２,２２１ ２６６ １２.０

　　営 業 外 費 用 計        ６,０５４ ５,５９８ ４５６ ８.２

　　　　経 常 利 益            ７,６６２ ７,４５６ ２０５ ２.８

特 別 利 益          ２,３４１ １,９３４ ４０７ ２１.０

特 別 損 失          ２,９５７ １,４２１ １,５３５ １０８.０

       税金等調整前中間純利益            ７,０４６ ７,９６９ △       ９２２ △  １１.６

法人税、住民税及び事業税 ２,５１４ ７,０１９ △    ４,５０４ △  ６４.２

法 人 税 等 調 整 額            １３７ △　　　　２,５７７ ２,７１５ ―

少 数 株 主 利 益            ４８４ ３０７ １７６ ５７.４

　      中  間   純  利  益           ３,９０８ ３,２１９ ６８９ ２１.４
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比　較　連　結　剰　余　金　計　算　書

                                                                                          （単位　百万円）

　　　　　　期　別

科　目

当 中 間 期

(12.3.1～12.8.31）

前 年 中 間 期

(11.3.1～11.8.31）

増　減　高

（△）

連結剰余金期首残高          １５５,４０２ １５１,９９３ ３,４０９

　連結（その他の）剰余金期首残高                 １５５,４０２ １４５,０３３ １０,３６９

　前 期 の 利 益 準 備 金 繰 入 額                   ― ５,４２１  △　　５,４２１

　過 年 度 税 効 果 調 整 額                   ― １,５３８ △　　１,５３８

連 結 剰 余 金 増 加 高          １,０４１ ― １,０４１

　連結子会社持分割合変更に伴う増加額                   １,０４１ ― １,０４１

連 結 剰 余 金 減 少 高          １,３４４ １,５３８ △       １９４

　配 当 金                   １,０８７ １,１４３ △         ５６

　役 員 賞 与                   ９８ １０６ △       　　７

　連 結 子 会 社 増 加 に 伴 う 減 少 額                   １５８ ２８８ △       １３０

中 間 純 利 益          ３,９０８ ３,２１９ ６８９

連結剰余金期末残高          １５９,００８ １５３,６７３ ５,３３４
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中間連結財務諸表作成のための基本となる事項

１． 正規の連結決算において採用している会計処理の原則及び手続との相違点は、次のとおりであります。

（１） 退職給与引当金繰入額

退職給与引当金繰入額（役員・従業員）は、主として年間繰入見積額の２分の１相当額を計上しております。

（２） 減価償却費

減価償却費は当中間連結会計期間末の減価償却資産について、主として年間見積額の２分の１相当額を計上

しております。

（３） 法人税及び住民税並びに事業税額

法人税及び住民税並びに事業税額は、主として中間決算に基づく課税所得を計算し、法定税率を乗じて計算

しております。

２．連結の範囲に関する事項

連結子会社      　　　３６ 社（㈱髙島屋工作所、髙栄不動産㈱、東神開発㈱、髙島屋日発工業㈱

　　　　　　　　　　　　　　髙島屋商事㈱他）

非連結子会社　　　３３ 社

　髙栄商事㈱、ユタカ建設工業㈱は、財務諸表等規則の改正による支配力基準の適用及び重要性の観点から当期

より連結子会社としました。なお、ユタカ建設工業㈱は、前期まで持分法を適用しておりました。

　また、非連結子会社は総資産、売上高、利益額、剰余金の観点からみていずれも小規模であり、全体として中

間連結財務諸表に重要な影響を及ぼしておりません。

３．持分法の適用に関する事項

(１)持分法を適用した非連結子会社及び関連会社

関 連 会 社      　　　１１ 社（㈱京王百貨店、㈱パンジョ、㈱ｼﾞｪｲｱｰﾙ東海髙島屋他）

(２)持分法非適用会社及び持分法を適用しない理由

非連結子会社　　　３３ 社

関 連 会 社      　　　１１ 社

　持分法非適用会社は利益額及び剰余金の観点からみていずれも小規模であり、全体として中間連結財務諸表に

重要な影響を及ぼしておりません。

４．連結子会社の中間事業年度等に関する事項

　連結子会社のうち㈱髙島屋工作所及び髙島屋日発工業㈱は、９月中間決算のため仮決算を行い連結しておりま

す。また、子会社の中間決算期が中間連結決算日と異なり、仮決算を行っていないものについては、中間連結決

算日までの間に生じた重要な取引について連結上必要な調整を行っております。

５．会計処理基準に関する事項

(１)たな卸資産の評価基準及び評価方法

　　　商 品     　主として売価還元法及び個別法並びに先入先出法による原価基準

　　　製 品        　　主として先入先出法による原価基準

　　　貯 蔵 品     　先入先出法による原価基準
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(２)有形固定資産の減価償却の方法

　主として税法基準による定額法

(３)引当金の計上基準

(ｱ)貸倒引当金

　主として個別評価により計算し、個別評価したもの以外は経験率又は税法基準により計算して引当計上し

ております。

(ｲ)退職給与引当金

　従業員については、主として中間期末要支給額の４０％を引当計上しております。

　役員については、主として内規に基づく中間期末要支給額を引当計上しております。

　なお、従業員の退職金の支給に備え、その一部について当社グループとして退職年金制度を採用しており

ます。

(ｳ)持分法投資損失引当金

　持分法適用会社のうち、債務超過会社に対する中間連結財務諸表作成会社の負の持分から、貸付金を控除

した残高を計上しております。

　(４)リース取引の会計処理

　リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、通

常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。

　(５)外貨建社債の長期為替予約に伴う会計処理

　当該為替予約による円貨額を付しており、これによる為替予約差額は当該予約を行った日の属する期から

決済日の属する期までの日数により配分しております。

６．連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項

　連結子会社の資産及び負債の評価方法については、全面時価評価法によっております。

７．連結調整勘定の償却に関する事項

連結調整勘定は、当期以前発生分については５年間で、また当期以降発生分については２０年間で均等償

却しております。なお、連結調整勘定で少額なものは、発生年度に一括償却しております。

８．在外連結子会社等の中間財務諸表項目の換算に関する事項

　在外連結子会社及び在外持分法適用関連会社の中間財務諸表項目の円貨への換算は、「外貨建取引等会計

処理基準」（昭和54年6月26日　最終改正平成７年5月26日企業会計審議会報告）に定める方法によっ

ております。なお、前期において「資産の部」に表示しておりました「為替換算調整勘定」（当中間期△3,159

百万円）は、「外貨建取引等会計処理基準の改訂に関する意見書」（平成11年10月22日企業会計審議会

報告）により、「資本の部」の「為替換算調整勘定」に表示する方法を早期に適用しております。

９．利益処分項目の取扱いに関する事項

　利益処分項目は中間連結会計年度中において確定した利益処分に基づいて作成しております。

10．その他

　消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。
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貸借対照表注記        

１．有形固定資産の減価償却累計額　　１９４,９０３ 百万円

２．自己株式の数

　　　所有株式の数         ３,９８４,６３３株

損益計算書注記        

１． 特別利益の内訳

固 定 資 産 売 却 益          　　          ７７４ 百万円

投資有価証券売却益          　         １,３６１ 百万円

そ の 他          　 　         ２０５ 百万円

２． 特別損失の内訳

適格退職年金過去勤務費用　  １,３２０ 百万円

固 定 資 産 除 却 損                 　　 　４０６ 百万円

会 員 権 売 却 損                       ３７１ 百万円

投資有価証券評価損              ２４６ 百万円

そ の 他         　　　        ６１３ 百万円
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リース取引に関する注記

１． リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引

　（借　主　側）

① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び中間期末残高相当額　　　（単位　百万円）

取 得 価 額 相 当 額          減価償却累計額相当額          中間期末残高相当額

機械装置及び運搬具          ４０２ ３６４ ３８

器 具 及 び 備 品          １,２９１ ７８９ ５０２

合　　　　　　計 １,６９４ １,１５３ ５４１

　　（注）取得価額相当額は、未経過リース料中間期末残高が有形固定資産の中間期末残高等に占める割合が

低いため、支払利子込み法により算定しています。

　　②未経過リース料中間期末残高相当額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位　百万円）

一 年 内          一 年 超          合 計          

未 経 過 リ ー ス 料          ２１９ ３２１ ５４１

　　（注）未経過リース料中間期末残高相当額は、未経過リース料中間期末残高が有形固定資産の中間期末残

高等に占める割合が低いため、支払利子込み法により算定しています。

　　③支払リース料及び減価償却費相当額　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位　百万円）

支 払 リ ー ス 料          減 価 償 却 費 相 当 額          

支払リース料及び減価償却費相当額 １３１ １３１

　　④減価償却費相当額の算定方法

　　　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっています。

　（貸　主　側）

① リース物件の取得価額、減価償却累計額及び中間期末残高　　　　　　　　　　　　（単位　百万円）

取 得 価 額         減 価 償 却 累 計 額         中 間 期 末 残 高         

器 具 及 び 備 品          ５,３００ ２,５９６ ２,７０３

合　　　　　　計 ５,３００ ２,５９６ ２,７０３

　　②未経過リース料中間期末残高相当額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位　百万円）

一 年 内          一 年 超          合 計          

未 経 過 リ ー ス 料          ９４６ １,７５７ ２,７０３

　　（注）未経過リース料中間期末残高相当額は、未経過リース料中間期末残高及び見積残存価額の残高の合

計額が営業債権の中間期末残高等に占める割合が低いため、受取利子込み法により算定しています。

　　③受取リース料及び減価償却費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位　百万円）

受 取 リ ー ス 料         減 価 償 却 費         

受取リース料及び減価償却費                ２３５ ２３５

　　

２． オペレーティングリース取引

（借　主　側）

・ 未経過リース料　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位　百万円）

一 年 内          一 年 超          合 計          

未 経 過 リ ー ス 料          １５,１８９ ２１３,０８１ ２２８,２７０
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セ　グ　メ　ン　ト　情　報

１．事業の種類別セグメント情報

　　　１１年８月期（自平成11年3月1日～平成11年8月31日）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位　百万円）

百貨店業 建装事業 不動産業
金融・

リース業

その他

事業
計

消去又は

全社
連　結

Ⅰ売上高及び営業損益

売　上　高

(1)外部顧客に対する売上高

(その他営業収入を含む)

(2)セグメント間の内部売

上高又は振替高

483,239

1,360

23,228

1,246

8,106

3,197

3,196

1,997

65,183

30,461

582,953

38,263

－

　(38,263)

582,953

－

計 484,600 24,474 11,303 5,193 95,645 621,217 (38,263) 582,953

　営 業 費 用      480,074 25,043 9,569 5,112 95,894 615,695 (38,458) 577,236

　営 業 利 益      4,525 △     568 1,733 80 △     249 5,521 194 5,716

Ⅱ資産、減価償却費及び

資本的支出

　資　　　　産 446,594 27,248 106,870 110,029 57,237 747,979 114,593 862,573

　減価償却費      3,954 44 1,226 8 1,258 6,491 74 6,565

　資本的支出      3,224 301 2,848 24 999 7,398 175 7,573

　　　１２年８月期（自平成12年3月1日～平成12年8月31日）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位　百万円）

百貨店業 建装事業 不動産業
金融・

リース業

その他

事業
計

消去又は

全社
連　結

Ⅰ売上高及び営業損益

売　上　高

(1)外部顧客に対する売上高

(その他営業収入を含む)

(2)セグメント間の内部売

上高又は振替高

473,858

1,310

24,557

802

8,101

10,961

3,592

3,655

72,991

32,032

583,101

48,762

－

(48,762)

583,101

－

計 475,169 25,360 19,062 7,247 105,023 631,863 (48,762) 583,101

　営 業 費 用      472,543 24,819 16,128 6,478 103,581 623,551 (48,130) 575,421

　営 業 利 益      2,625 540 2,933 769 1,442 8,312 (632) 7,680

Ⅱ資産、減価償却費及び

資本的支出

　資　　　　産 486,598 27,823 176,726 87,223 62,511 840,884 20,142 861,026

　減価償却費      3,979 60 1,532 594 1,269 7,436 30 7,467

　資本的支出      4,217 864 1,455 1,333 1,696 9,567 255 9,822

（注）１．事業区分は、商品、役務の種類・性質等を勘案し、百貨店業、建装事業、不動産業及び金融・

リース業に区分しました。

２．前中間連結会計年度における資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は 159,329 百万円

であり、その主なものは、親会社での余資運用資金（現金、有価証券及び短期貸付金）、長期投資資金（投

資有価証券）及び管理部門に係る資産等であります。
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３．当中間連結会計年度における資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は 117,134 百万円

であり、その主なものは、親会社での余資運用資金（現金、有価証券及び短期貸付金）、長期投資資金（投

資有価証券）及び管理部門に係る資産等であります。

２．所在地別セグメント情報

　　  １１年８月期（自平成11年3月1日～平成11年8月31日）　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位　百万円）

日　本 その他 計 消去又は全社 連　結

Ⅰ売上高及び営業損益

　売 上 高        

(1) 外部顧客に対する売上高

　　（その他の営業収入を含む）

(2) セグメント間の内部

売上高又は振替高

571,682

10

11,271

760

582,953

770

－

(770)

582,953

－

計 571,692 12,031 583,724 (770) 582,953

　営 業 費 用        565,893 12,114 578,007 (770) 577,236

　営 業 利 益        5,799 △        82 5,716 0 5,716

Ⅱ資 産        617,040 84,105 701,146 161,426 862,573

　  １２年８月期（自平成12年3月1日～平成12年8月31日）　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位　百万円）

日　本 その他 計 消去又は全社 連　結

Ⅰ売上高及び営業損益

  売 上 高        

　(1)外部顧客に対する売上高

   （その他の営業収入を含む）

　(2)セグメント間の内部

売上高又は振替高

572,116

117

10,984

685

583,101

802

－

(802)

583,101

－

計 572,233 11,670 583,904 (802) 583,101

　営 業 費 用        564,919 11,304 576,223 (802) 575,421

　営 業 利 益        7,314 366 7,680 0 7,680

Ⅱ資 産        694,447 37,971 732,418 128,608 861,026

（注）１．国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。

２．前中間連結会計年度における資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は159,329 百万円

であり、その主なものは、親会社での余資運用資金（現金、有価証券及び短期貸付金）、長期投資資金（投

資有価証券）及び管理部門に係る資産等であります。

３．当中間連結会計年度における資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は 117,134 百万円

であり、その主なものは、親会社での余資運用資金（現金、有価証券及び短期貸付金）、長期投資資金（投

資価証券）及び管理部門に係る資産等であります。

３．海　外　売　上　高

　　　前中間連結会計年度及び当中間連結会計年度における海外売上高は、連結売上高の10％未満のため、海外売上

高の記載を省略しております。
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商　品　別　売　上　高　表

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位　百万円）

当 中 間 期

(12.3.1～12.8.31)

前 年 中 間 期

(11.3.1～11.8.31)

期　別

商品別
金　　額 構成比 金　　額 構成比

増　減　高 増減率

衣 料 品 １８１,７８２

％

32.1 １９０,２９３

％

33.6 △ 　  ８,５１０

％

△ 4.5

身 回 品 ７０,８３３ 12.5 ７０,５７５ 12.5 ２５７ 0.4

雑 貨 ６２,１９５ 11.0 ６２,６６８ 11.1 △　      ４７２ △ 0.8

家庭用品・内装品 １１６,５１０ 20.6 ７１,４４１ 12.6 ４５,０６９ 63.1

食 料 品 １１１,５１５ 19.7 １１０,８１６ 19.6 ６９９ 0.6

食 堂 ・ 喫 茶 １１,２６５ 2.0 １１,４１５ 2.0 △　      １４９ △ 1.3

サ ー ビ ス そ の 他 １１,７１４ 2.1 ４９,００４ 8.6 △　 ３７,２８９ △76.1

合 計 ５６５,８１９ 100.0 ５６６,２１４ 100.0 △　      ３９５ △ 0.1

ご参考

　公　開　方　法　　　東京兜倶楽部及び大阪証券記者クラブ（記者発表）

　　　　　　　　　　　東京商工会議所記者クラブ及び大阪商工記者会（記者発表）


